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第１章 検討会の概要 

１ 検討会の目的 

地域が抱える課題解決につながる情報システムの導入に向け、大学や高知県、市町村、

民間事業者が連携し、情報収集や企画提案等の自発的な活動を行うことによって、高知

県における地域の情報化を推進することを目的とする。 

 

２ 設立の背景 

高知県では、平成９年度から産学官が連携を図り、全国に先駆けた情報化への取組み

を実施し、先導的な国等のモデル事業の導入を図ってきた。 

しかしながら、その後、他県においても情報化に向けた取組みが積極的に行われるよ

うになるにつれ、事業の導入が難しくなってきた。また、対象となるシステムの意味あ

いも、実験的なものから、実際に活用される、ニーズに基づいたシステムの構築が求め

られるようになってきた。 

これらに対応するため、平成 18 年４月に産学官が連携し、「地域情報化事業導入検討

会」（以下、「本検討会」という。）が設立された。 

 

３ 実施する事業 

本検討会の目的を達成するため、以下の事業を実施する。 

（１）地域におけるニーズ・課題・特徴的な活動団体等に関する情報収集 

（２）中央省庁等におけるモデル事業に関する情報収集 

（３）新しいＩＴ技術に関する情報収集 

（４）（１）～（３）についてのメール等による情報提供 

（５）モデル事業の公募要領に基づく企画提案書の検討 

（６）事業フィールド等、関係者間の調整 

 

４ 体制及び役割分担 

（１）実施体制 

本検討会の構成メンバーは、高知県から協力依頼をした高知工科大学、公募により

決定した会員企業及び高知県情報政策課とする。 

 

本検討会の実施体制のイメージを図 1-4-1 に示す。 
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図 1-4-1：実施体制イメージ 

 

（２）役割分担 

本検討会での活動を行うにあたり、以下のとおり役割分担を行う。 

 

会長 

・参考となる IT 技術情報等の活用や取組みに関するアドバイス 

・企画提案を進める際の会員企業・高知県などからの相談に対するアドバイス 

 

高知県（情報政策課） 

・地域の情報収集、国等予算情報収集及び会員企業への提供 

・関連情報の整理やフィールド調整、国等との調整 

・その他検討会の運営に関わる事務局業務全般 

 

会員企業 

・会員企業個々の持つネットワークを活用した事業情報の収集。 

・高知県の提供する情報を踏まえて、各会員の得意分野での企画提案協力。 

ただし、提案は会員企業の裁量に任せた随時とする。 

役割分担に合わせた活動イメージを図 1-4-2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-4-2：活動イメージ 

高高高高 知知知知 県県県県 地地地地 域域域域

会 員 企 業会 員 企 業会 員 企 業会 員 企 業 中 央 省 庁中 央 省 庁中 央 省 庁中 央 省 庁会会会会 長長長長
・ IT 技 術 情 報 等 の 活 用

や 取 組 み に 関 す る サ
ジ ェ ス チ ョ ン

・ 企 画 提 案 に 関 す る 相
談 へ の ア ド バ イ ス

事 業 等 に 関 す る 情 報 収 集

・ 地 域 の 課 題 、 ニ ー ズ 、
活 動 団 体 等 に 関 す る
情 報 収 集

・ 関 係 者 と の 調 整

・事 業 等 に 関 す る 情 報 収 集

・地 域 の 情 報 提 供

企 画 提 案 協 力

・収 集 し た 情 報 の 提 供

・関 係 者 間 の 調 整

連 携

企 画

提 案

企 画

提 案

相 談

高高高高 知知知知 県県県県 地地地地 域域域域

会 員 企 業会 員 企 業会 員 企 業会 員 企 業 中 央 省 庁中 央 省 庁中 央 省 庁中 央 省 庁会会会会 長長長長
・ IT 技 術 情 報 等 の 活 用

や 取 組 み に 関 す る サ
ジ ェ ス チ ョ ン

・ 企 画 提 案 に 関 す る 相
談 へ の ア ド バ イ ス

事 業 等 に 関 す る 情 報 収 集

・ 地 域 の 課 題 、 ニ ー ズ 、
活 動 団 体 等 に 関 す る
情 報 収 集

・ 関 係 者 と の 調 整

・事 業 等 に 関 す る 情 報 収 集

・地 域 の 情 報 提 供

企 画 提 案 協 力

・収 集 し た 情 報 の 提 供

・関 係 者 間 の 調 整

連 携

企 画

提 案

企 画

提 案

相 談



 

 3 

 

第２章 平成 22 年度の活動の概要 

１ 平成 22 年度の取組み方針 

本検討会の平成 22年度の活動は、以下の２点を中心に取組みを実施することとした。 

（１）平成 23 年度公募事業への提案準備 

ブロードバンドを活用したＩＣＴ活用に力を入れて取り組んでいく。 

国・団体の予算について、市町村のＩＣＴ活用事業の予算化に向けた支援を行う。 

（２）平成 22 年度公募事業への提案支援 

   県内の自治体や企業・団体のニーズを把握し、それらを解決するために必要となる

情報基盤を、国の各府省が公募する負担の少ない事業を導入して構築・運用するこ

とで、県民生活の向上や地域情報化を図る。 

市町村、ＮＰＯ法人等の要請に対して、検討会又は会員企業として支援を行う。 

 

 

２ 活動実績 

・年間活動報告 

平成 22 年度の活動実績を図 2-2-1 に示す。 

・前回議事録の確認

・活動報告について

・国の概算要求状況

・今後の取り組み
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・活動方針及び役割分担
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５～８月５月２５日

第１回検討会

活動活動活動活動実績実績実績実績
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目検討
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現状の提案
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状況紹介

検討会に報告

活用可能な国
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いて説明

意見交換 平成２３年度当初

に再度検討

・前回議事録確認
・活動報告
・平成２３年度予

算の動向
・検討会の今後

の活動

「地域連携学校情報
通信クラウドコンピュ
－ティング事業」提案

図 2-2-1：活動実績 
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３ 実施内容 

 （１）中央省庁等の事業情報の調査 

本検討会では、各中央省庁等における事業の中から、高知県内の課題解決への取組

みに活用することが可能で、さらに、その取組みに必要な検討及び構築費用等の全額

が助成対象となるような事業の情報を中心に調査収集した。 

 

ア 地域活性化に関する国の施策 

国の平成 22 年度予算のうち、本検討会の取組みに合致すると思われる事業を取り上

げる。 

（ア） 総務省の事業  

事業名 地域ＩＣＴ利活用広域連携事業  

事業概要 複数の地方公共団体が広域連携して、ＮＰＯ等をはじめとする地域ＩＣＴ人

材の育成・活用により、公共分野における効率的なＩＣＴ利活用に資する取り

組みを委託事業として実施し、全国各地域における公共サービスの向上ととも

に、公共分野におけるＩＣＴ利活用の促進を図る。 

○対象分野 

 公共分野（医療、介護、福祉、防災、防犯など） 

  

事業主体 都道府県、特別区、市町村（広域連合、一部事務組合を含む）、第３セクター 

法人、特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）及びこれらの連携主体。 

担当部局 情報流通行政局 地域通信振興課 

予算額 82 億円（平成 22 年度当初） 

イメージ     

備考  
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事業名 地域雇用創造ＩＣＴ絆プロジェクト 

 

事業概要 地域に根ざした雇用創造を推進するため、公共サービス分野（教育・福祉・介護等）及

び地場産業分野（観光・地域特産品等）においてＩＣＴの利活用により、地域課題の解

決の実現とともに地域雇用の創出、地域人材の有効活用を図る。 

○対象分野（公共サービス分野：教育・福祉・医療・防災他） 

     （地場産業分野：観光・地域特産品関係他） 

○要件  （地域のＩＣＴ人材等の育成・活用による雇用創出・ 

地域活性化を行う事業） 

事業主体 ・教育情報化事業以外の公共サービス分野事業及び地場産業分野事業 

 特定非営利活動法人、第３セクター法人、都道府県、特別区及び市町村（広域連合及

び一部事務組合を含む。以下同じ）並びにこれらを含む連携主体。   

・教育情報化事業 

 特別区、市町村及びこれらの連携主体 

担当部局 情報流通行政局 地域通信振興課・情報通信利用促進課 

予算額 60 億円 平成 22 年度予備費事業 

イメージ   「地域雇用創造ＩＣＴ絆プロジェクト」（平成22年度予備費事業）

地域地域地域地域にににに根根根根ざしたざしたざしたざした雇用創造雇用創造雇用創造雇用創造をををを推進推進推進推進するためするためするためするため、、、、公共公共公共公共サービスサービスサービスサービス分野分野分野分野（（（（教育教育教育教育、、、、福祉等福祉等福祉等福祉等））））及及及及びびびび地場産業分野地場産業分野地場産業分野地場産業分野
（（（（観光観光観光観光、、、、地域特産品等地域特産品等地域特産品等地域特産品等））））におけるにおけるにおけるにおけるＩＣＴＩＣＴＩＣＴＩＣＴ利活用利活用利活用利活用のののの取組取組取組取組をををを支援支援支援支援することによりすることによりすることによりすることにより、、、、地域地域地域地域雇用雇用雇用雇用のののの創出創出創出創出、、、、地域地域地域地域
人材人材人材人材のののの有効活用有効活用有効活用有効活用をををを図図図図るるるる。。。。

（（（（所要額所要額所要額所要額 約約約約６０６０６０６０億円億円億円億円））））

交付対象交付対象交付対象交付対象

・地方公共団体、第３セクター、ＮＰＯ法人
及びこれらの連携主体

① 人材育成・確保に要する経費
② ＩＣＴ関連システム設計・構築
③ ＩＣＴ機器・設備整備費
※③中の機器・設備購入・リース・レンタル費の合計は、
原則交付申請額の半額未満

対象分野対象分野対象分野対象分野

・公共サービス分野（教育、福祉、医療、介護、防災、防犯等）

・地場産業分野（観光、地域特産品関係等）

※予算の１／３程度は、教育情報化事業を想定

交付対象経費交付対象経費交付対象経費交付対象経費
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造
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地場産業分野
でのＩＣＴ利活用

・地域のICT人材等の育成・活用による雇用創出・地

域活性化を行う事業

要要要要 件件件件

① １億円（自治体連携のみ２億円）
② 教育情報化事業案件：５千万円（１校あたり）

交付額交付額交付額交付額（（（（定額定額定額定額））））

 

備考  
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事業名 過疎地域等自立活性化推進交付金事業  

事業概要 過疎市町村等が行う先進的で創造性の高いソフト事業を幅広く支援するため

の交付金を交付するもの。 

具体的には、産業振興（スモールビジネス振興）、生活の安心、安全確保対策、 

集落の維持、活性化対策、移住、交流、若者の定住促進対策、地域文化伝承対

策、環境貢献施策の推進等のソフト事業が対象。 

 

○１事業あたり、１，０００万円を交付 

   

事業主体 地方公共団体、（過疎市町村等） 

担当部局 自治行政局 過疎対策室 

予算額 3.2 億円（平成 22 年度） 

採択事例 

（参考）    

・山梨県北杜市―超高齢化地域住民の生活を守る乗り合いタクシー 

実証運行事業（生活の安心・安全確保対策） 

・長野県木島平村―都市と農山村の共生に向けた価値の創造事業―農村文明の 

         創生をめざして（産業振興） 

・兵庫県朝来市―山東地域のみんなで創る「新たな公共」構築事業 

        （生活の安心・安全確保対策） 

・奈良県下市町―高齢者等外出支援事業（生活の安心・安全確保対策） 

・徳島県美馬市―中山間地域における農林産物のきめ細やかな集出荷システム 

        構築（産業振興） 

 

備考 平成２３年度も当該事業は継続。 
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イ 財団法人地域活性化センターの助成事業 

財団法人地域活性化センターが実施する助成事業のうち、本検討会の取組みに合致

すると思われる事業は、以下のとおりである。（システム構築に関する部分のみ抜粋） 

 

事業名 魅力ある商店街づくり助成事業  

事業概要 市町村が中心市街地における商店街の振興について策定した基本計画等に基

づき行う事業で、商店街のイメージアップ又は中心市街地の再活性化を目的と

したモデル的な商店街の振興整備事業で次に挙げるもの。 

・商店街の情報化等本助成事業の趣旨に合致した事業であって、自治宝くじの

普及宣伝の効果が発揮できると認められるハード事業の整備事業。 

事業主体 市区町村（実施に当たり、その業務の一部または全部を商店街振興組合等に委

託することができる。） 

助成金 １件につき、2,000 万円に消費税額等（消費税及び地方消費税の額をいう。以

下同じ）を加えた額を上限とする。助成金の額は、助成対象経費の 100％以下

とする。 

助成期間 1 年以内とし、助成金の交付決定があった年度に事業を完了するものとする。 

備考  

 

事業名 公共スポーツ施設等活性化助成事業  

事業対象 市区町村が設置する公共スポーツ施設等の有効利活用を促進するためにその

管理運営に創意工夫を凝らして実施するモデル的な事業に対する支援を行うこ

とを目的として助成事業を行い、地域スポーツの振興と地域の活性化を推進す

る。 

システム整備事業：助成対象施設の有効利活用を促進するために実施される効

果的・効率的な利用システムを新規に整備するもの、又は、抜本的見直しを行

うもの。 

ソフト事業：助成対象施設において実施される地域スポーツ活動を推進するた

めのソフト事業、又は、健康増進に資するためのもの。 

事業主体 市区町村、広域連合、一部事務組合及び地方自治法の規定に基づき設置された

協議会 

助成金 システム整備事業：1,000 万円・ソフト事業：100 万円 

システム整備事業とソフト事業を併せて実施する事業については、1,000 万円

（そのうち、ソフト事業については 100 万円以内） 

いずれも消費税額等（消費税及び地方消費税の額をいう。以下同じ）を加えた

額を上限とする。助成金の額は、助成対象経費の 100％以下とする。 

助成期間 １年以内とし、助成金の交付決定があった年度に事業を完了するものとする。 

備考  
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（２）県内フィールド情報の調査 

本検討会での「事業提案につながる可能性のある地域での取組み」について、地域

の課題等の情報を収集するため、地域支援企画員（総括）訪問し情報収集を行った。

また市町村には、県市町村情報化推進連絡協議会にて当検討会の広報と情報提供依頼

を行うとともに、ＩＣＴ利活用の事例の紹介を行ってきた。 

なお、地域支援企画員(総括)との意見交換を実施する中で情報収集した地域の課

題・ニーズについては、以下の「ア」のとおりである。 

また、今年度は、高知県で活動する方々を当検討会の講師に招いて、意見交換会を

行い、ニーズや課題を情報共有していくことを企画し、まず、第２回検討会において、

高知県ボランティア・ＮＰＯセンターの間所長に参加いただいた。 

なお、そのときの「高知県のＮＰＯの状況」については、以下の「イ」のとおりで

ある。 

 

ア 地域の課題・ニーズについて 

・観光に関するポータルサイトを一元化する動きがあるが、具体的な検討について

はこれからの状況である。 

・産業振興計画地域アクションプランへの導入するシステム提案をサポートが可能

なら支援してもらいたい。 

・防災情報に関するシステム構築の提案が必要と思われる。 

 

イ 「高知県のＮＰＯの状況」 

・高知ボランティアＮＰＯセンターでは、ピッピネットのＨＰに高知県内の 

ＮＰＯ団体約６００団体の情報を掲載している。 

・高知県では、１７分野にわたり４５８団体が市民活動を行っており、そのなかで

も、保健・医療・福祉・まちづくり・スポーツ振興の活動が多い。 

・ＮＰＯ法人の課題は、資金調達である。財源については、補助金・寄付・自主事

業・受託事業に頼っている。 

・これまで官がささえてきた教育・防災・福祉などの公共サービスを、ＮＰＯ法人

が積極的に参加できるように環境を整備していくことが必要である。 

・政府・行政等の協働パートナーとしてのＮＰＯへの期待が高まっている。 
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（３）公募事業への採択状況 

平成 22度に本検討会会員が提案書の作成支援を行い、今年度採択された事業の概要

を以下に示す。 

ア 地域ＩＣＴ利活用広域連携事業（総務省） 

事業名 地域連携学校情報通信クラウドコンピューティング事業 

事業主体 高知県 

事業概要 学校現場は様々な教育課題の解決のため、過密なスケジュールと過重な業務分

担に直面している。本事業は、グループウェア及びＣＭＳ、ＳＮＳを教育用に

特化、最適化して開発し、クラウドサービスとして利用することで、ローコス

ト運用、進路指導、就職支援の強化、教職員の負担軽減、生徒に向き合う時間

の創出、学力の向上、校内、域内での情報共有の円滑化、そして家庭・地域へ

の情報公開を図るものである。 

 

 

採択状況 平成 23 年 2 月委託契約締結 契約金額：61,676 千円 

 

【事業イメージ図】 

 

    

地域連携学校情報通信クラウドコンピューティング事業・イメージ詳細図

実施団体名実施団体名実施団体名実施団体名 運営主体運営主体運営主体運営主体（（（（予定予定予定予定）））） 利活用利活用利活用利活用テーマテーマテーマテーマ 主主主主ななななシステムシステムシステムシステム機器等機器等機器等機器等

高知県教育委員会事務局
こうち教育の情報化推進協議会

高知県教育委員会事務局 科学・技術・情報通信立国
戦略（教育関係）

校務用PC（既存）、教育ネット（既存）、プライ
ベートクラウドサービス

事業概要事業概要事業概要事業概要 期待期待期待期待されるされるされるされる効果効果効果効果

SNS・生徒カルテを活用した進路・就職支援の強化、学校内及び域内の教育
情報を共有し、教職員の業務の効率化、情報伝達の円滑化を実現するため
の校務支援用グループウェア及び情報発信を容易に行うための教育用CMSを
開発し、育成したICT人材による効果的な運用を行う。

学校間、域内での情報共有化による生徒指導の充実、就職支援の向上。
家庭との情報交換による連携の強化。教職員の事務量の削減と簡素化
による生徒と向き合う時間の創出。全県下へのICT人材の波及による
ICT利活用の促進。

教育ネット（既存）

高知県教育委員会
事務局

■校務支援グループウェアシステム
教育用に最適化されたグループウェアを構築し、
学校内、学校間、域内での情報共有化を実現。
教職員の業務の効率化、負担軽減に寄与する。

■SNS生徒カルテシステム（SNS）
相談履歴や指導データを生徒ごとに蓄積し、教職
員間、就職アドバイザ間で情報共有することで、
進路指導力を高め、より個人に適した支援が可能
になる。特に就職支援の強化に繋げる。

■コンテンツ管理システム（CMS）
グループウェア、ＳＮＳと統合化したＣＭＳによ
り、学校のスケジュールや緊急情報、就職情報を
含む学校情報を容易に公開できる。学校と生徒・
家庭間の連携強化に寄与する。

クラウドサービス
・グループウェア
・CMS
・SNS

県立学校 県立学校

学校内情報共有

学校間・域内情報共有

ICT人材育成

生徒・家庭

・進路指導
・就職支援
・生徒カルテ
・スケジュール
・学校たより

・休校連絡
・保護者会などの参加申請

人材配置人材配置

・スケジュール ・掲示板
・施設・備品予約 ・校内・域内メール
・在席管理 ・ユーザ名簿
・出欠管理 ・ファイル管理
・ワークフロー ・決裁
・日報管理 ・電子会議 etc

・学校行事予定
・クラス別への情報発信
・クラス別スケジュール管理
・保護者会などの出席管理
・学校外アンケート

・教職員同士のコミュニティ
・就職アドバイザと教職員の
コミュニティ

学校-生徒・家庭間SNS（生徒カルテ）

学校-生徒・家庭間、学校外CMS

学校内・学校間・域内グループウェア

学校内・学校間・域内SNS
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第３章 今後の取組みについて 

１ 今年度の活動・取組みにおける課題及び反省点について 

本検討会については、平成１８年度にたちあがり、国等の事業を導入することの支援

を行ってきたが、その目的を達成するために必要な地域の課題やニーズ等の掘り起こし

の手法について考えていく必要があると思われる。 

また、課題・ニーズにあった事業への提案を行うためには、一定時間をかけた検討が

必要であるので、具体的で掘り下げたニーズの情報収集を行うことが望ましい。 

そして、得られたニーズをもとに、ＩＣＴ利活用の視点から、今後地域社会に必要と

される政策やサービス内容を行政機関などに提案していくことが今後期待される。 

このため、本検討会の取組みについては、日ごろから広報しながら、地域のニーズを

把握し、国の補正事業にも対応できるよう準備しておく必要がある。 

 

 

２ 来年度の活動に向けた取組み方針について 

 

  平成２３年度予算については、平成２２年度に行われた事業仕分けの関係で、今まで 

行ってきた国費の導入に関しては予算の確保が困難な状況であり、国の事業導入支援以外

にも力を入れて活動を行っていく必要がある。 
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付属資料 

１ 活動経過 

第１回地域情報化事業導入検討会 

・日 時：平成 22年 5月 25 日（水）15:00～17:00 

・場 所：高知電気ビル 7階 705 会議室 

・出席者：高知工科大学 株式会社インフォマティクス 株式会社ＳＴＮｅｔ  

関西ブロードバンド株式会社 高知ケーブルテレビ株式会社  

四国情報管理センター株式会社 株式会社ソフテック 株式会社ドーン 

西日本電信電話株式会社高知支店 日本電気株式会社高知支店 高知県  

・議 事 

１ 規約（案） 

２ 役員選任 

３ 検討会のこれまでの取組みと成果 

４ 国等の事業の概要 

（１）総務省 

（２）財団法人地域活性化センター 

（３）財団法人地域総合整備財団 

     ５ 活動方針及び役割分担 スケジュール 

   ６ 次回の検討会までの作業について 

  

第２回地域情報化事業導入検討会 

・日 時：平成 22年 9月 14 日（火）15:30～17:00 

・場 所：高知電気ビル 7階 714 会議室 

・出席者：高知工科大学、株式会社インフォマティクス、株式会社ＳＴＮｅｔ  

関西ブロードバンド株式会社、株式会社高知電子計算センター 

高知ケーブルテレビ株式会社、西日本電信電話株式会社高知支店 

富士通株式会社高知支店、高知県 

 ・議 事 

１ 第１回地域情報化事業導入検討会の議事録の確認 

２ 活動報告について 

３ 国の平成２３年度予算概算要求の状況について 

４ 今後の取り組みについて 

      

（講演会） 

     演題：高知県のＮＰＯの状況について 

     所長：高知ボランティア・ＮＰＯセンター 所長 間章氏  
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第３回地域情報化事業導入検討会 

・日 時：平成 23 年 2月 23 日（木）15:00～17:00 

・場 所：高知会館 ３Ｆ 弥生の間 

・出席者：高知工科大学、株式会社ＳＴＮｅｔ  

関西ブロードバンド株式会社、株式会社高知電子計算センター 

高知ケーブルテレビ株式会社、西日本電信電話株式会社高知支店 

株式会社ソフテック、高知県 

 

・議 事 

１ 第２回地域情報化事業導入検討会の議事録の確認 

２ 今までの活動報告について 

３ 平成２３年度予算の動向について 

４ 地域情報化事業導入検討会の今後の活動について 

 

 

 

第４回地域情報化事業導入検討会（メール会議） 

・日 時：平成 23年 3 月 25 日（金） 

 

・議 事 

１ 第３回地域情報化事業導入検討会 議事録の確認 

２ 平成２２年度「地域情報化事業導入検討会」活動成果報告書について 
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２ 体制図 

■文化生活部情報政策課長
（副会長）

■文化生活部情報政策課長
（副会長）

高知県高知県高知県高知県高知県高知県高知県高知県

■株式会社インフォマティクス
■株式会社STＮｅｔ高知支店
■関西ブロードバンド株式会社
■株式会社高知電子計算センター
■高知ケーブルテレビ株式会社
■四国情報管理センター株式会社
■株式会社ソフテック
■株式会社ドーン
■西日本電信電話株式会社
■日本電気株式会社高知支店
■株式会社日立製作所四国支社高知支店
■富士通株式会社高知支店

■株式会社インフォマティクス
■株式会社STＮｅｔ高知支店
■関西ブロードバンド株式会社
■株式会社高知電子計算センター
■高知ケーブルテレビ株式会社
■四国情報管理センター株式会社
■株式会社ソフテック
■株式会社ドーン
■西日本電信電話株式会社
■日本電気株式会社高知支店
■株式会社日立製作所四国支社高知支店
■富士通株式会社高知支店

■ 会長 清水明宏教授 （高知工科大学）■ 会長 清水明宏教授 （高知工科大学）

◆高知県電子自治体推進協議会◆高知県電子自治体推進協議会

企企企企 業業業業企企企企 業業業業

（平成22年度）

◆NPO、各種ボランティア団体等◆NPO、各種ボランティア団体等
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３ 地域情報化事業導入検討会規約 

 

 

（名称） 

第１条 本会は、地域情報化事業導入検討会（以下「本会」という。）と称する。 

 

（目的） 

第２条 本会は、地域が抱える課題解決につながる情報システム基盤の導入に向け、大学や高知県、

市町村、民間事業者が連携し、情報収集や企画提案等の自発的な活動を行うことによって、高知

県における地域の情報化を推進することを目的とする。 

 

（事業内容） 

第３条 本会は、第２条に定める目的を達成するための情報収集、関係者間の調整及び協議検討等

を行う。 

 

（会員） 

第４条 本会の目的に賛同し、積極的に事業に取り組む意識を有する行政機関、企業、個人等を会

員とする。 

 

（役員） 

第５条 本会に次の役員をおく。 

    会長  １名 

    副会長 １名 

 ２ 会長は、会員の互選により選出する。 

 ３ 副会長は、会長が指名する。 

 ４ 役員の任期は、本会が解散されるまでの期間とする。 

 

（役員の職務） 

第６条 会長は、会務を統括する。 

 ２ 副会長は、会長を補佐し、会長が欠けたときはその職務を代行する。 

 

（事務局） 

第７条 本会の事務局は高知県文化生活部情報政策課に置く。 

 

（会議） 

第８条 本会の会議は、会長が招集する。 

 ２ 会議には必要に応じ、助言者の出席を求めることができる。 

 

（設置期間等） 

第９条 本会の設置期間は、平成 23 年 3 月 31 日までとする。 

 

（雑則） 

第 10 条 この規約に定めるもののほか、本会の運営に必要な事項は、会員の協議により決定する。 

 

附則 

  この規約は、平成 22 年 5 月 25 日より施行する。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 


